チャランケ通信　第148号　2016年10月10日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元参議院議員　峰崎直樹

　来年１月解散の風が吹き始めたようだ、日ロの間の領土問題は本当に前進するのだろうか
　先週、久方ぶりに上京し、国会議員会館を回ってきた。どうやら来年1月にも衆議院の解散・総選挙があるのではないか、という噂が広がってきているようで、衆議院議員の多くは地元に帰っていて直接お会いできた人は少なかった。いつもは年明け早々に開催される自民党党大会が3月になったのに引き続き、民進党も3月に延期、公明党も幹部が解散総選挙に備えるよう発言するなど、空気は完全に解散モードに突入したかのようである。
その背景には、今年12月15日に安倍総理の地元である山口県内で、プーチンロシア大統領と会談が予定され、そこで北方領土問題の一定の前進と日ロ平和条約の締結に向けた合意をまとめ上げ、その信を問う形で解散に打って出るのではないか、と想定されているようだ。肝腎の北方領土の解決の中身は「4島返還」なのか「2島返還」だけなのか、その中間に収まるのか、国会での答弁を聞いていてもなかなかよく解からない。これまでの日本政府の立場はあくまでも「4島一括返還」を締結する事なのだが、そこは相手から良い返事の無いまま今日に至っている。恐らく、「歯舞・色丹2島返還」までは譲歩したとしても、残りの国後・択捉については今後の交渉の余地を残せるのかどうか、微妙なところになるのだろう。それでも、北方領土の返還に道を開くことが出来れば、大きな成果だ、として国民に胸を張ることができると見ているのかもしれない。それとも、2島返還だけでは1956年の鳩山総理時代に戻るだけで、何の前進も無いので外交の失敗と評価されるのだろうか。
当面「2島返還」による日ロ関係改善の意義は大きいと思うのだが、領土問題が簡単に前進するのだろうか
私自身は、「4島返還」が一気に実現しなければだめだという主張は、これまでの政権が取りつづけてきたものの一向に成果が出ていないだけに、「2島返還」だけでも実現し、日ロ平和条約を締結していく事の意義は大きいと見るべきだと思う。もちろん、その後の国後・択捉の問題は継続協議で決めて行く余地を残すべきことは言うまでもない。それだけに、この点での何らかの成果を上げることによって解散・総選挙になれば、自民党の勝利に直結することになる公算が大きいとみている。だが、果たしてそう簡単に物事が進んでいくのだろうか、注目して行きたい。
アメリカの横やりで「2島返還」ではなく「4島返還」に固執してきたはずだ、安倍政権はアメリカとの関係で了解が取れているのか
　特に、これまでの北方領土の返還の歴史を振り返る時、1956年「2島返還」が実現しかかった時に、当時のダレス国務長官から「それなら沖縄は返還しない」と脅かされ、「4島返還」論を前面に打ち出すことによって事実上返還交渉が前進しなくなってきただけに、アメリカの動向が気になるところである。安倍政権として、アメリカとの了解が取れているのか、時あたかもアメリカ大統領選挙の真只中、12月15日は新大統領の就任式前になるだけに、気になるところではある。今のアメリカにとって、クリミア問題はありながらも、日ロの関係が前進することにまで口を差し挟むことが出来なくなりつつあるのだろうか。もしそうだとすれば、覇権国家アメリカの凋落を象徴する出来事になるのかもしれない。それとも、冷戦時代の思考からの決別として捉えるべきなのかもしれない。むしろ、日本とロシアとの外交関係改善についての、中国の判断が気になるところではある。北東アジアのバランスの変化について、われわれはしっかりと見ておく必要があろう。
　「働き方改革」についての連合会長と経団連会長の発言、これまでの「メンバーシップ型雇用」への“こだわり”が気になる
　さて、働き方の改革に手を付け始めた安倍内閣だが、その該当する労働組合と経営者組織の代表である神津連合会長と榊原経団連会長のインタビューが10月9日付の日本経済新聞に掲載されていた。そのなかで、連合の神津会長は記者の「同一労働同一賃金は非正規の処遇改善に軸足がありそうです」という質問に関して
　　「正規と非正規で賃金制度に違いがあるのは事実だが職能給中心の現行賃金制度を大きく変えると日本の良さを葬り去らないか。その場しのぎで生活設計に展望を持てない人を増やしたのが非正規の問題だ」

　これに対して、経団連の榊原会長は別の質問に答えた中で、
　　「長時間労働の是正と、日本の雇用慣行に配慮した同一労働同一賃金は改革の両翼。それをやるのが生産性を上げ、国際競争力になる。…」「不採算だから解雇というのは極力避けるべき。転職しやすい環境を整える必要はある。希望者はチャンスを求め会社を変えればいい。企業が妨げるべきではない。もちろん長く働き続けたい人は同じ会社で貢献してもらう。終身雇用は悪ではない。会社への忠誠心は日本の良さだ」
　ちょっと恣意的な引用の仕方かも知れないが、日本的な雇用制度についての労使の代表者の主張には、前号で指摘した「メンバーシップ型雇用」にそれぞれの立場が慣れ親しんできただけに、労使双方ともにその良さを強調する点に思わず目が行ってしまった。職務給よりは職能給中心の現行賃金制度が良いと連合会長は発言されているのだが、職能給制度は結果として経営側の能力評価となってしまい、客観的な仕事に対する賃金よりも恣意性が強くなりすぎ、「転勤、残業、何でもあり」と言った「メンバーシップ型雇用」特有の不定量の労働提供という弊害が危惧されよう。特に、労働組合の力が弱いだけにそういった点が問題として指摘されよう。
　一方、榊原会長の方も、「同一労働同一賃金」と称しているものの、その前に「日本的雇用慣行に配慮した」同一労働同一賃金となっており、肝腎の「日本的雇用慣行」こそが今改革の対象として問われているにもかかわらず、十分な回答にはなっていない。終身雇用制についても、日本的な良さとして「悪ではない」、と主張されているのだが、閉鎖的な長期雇用によって企業の競争力を阻害しているのではないか、という専門家筋の問題指摘がなされている今日、これもまた改革への後ろ向きの姿勢に終始しているとみられても仕方がない。
　時代は、男性方働き・女性は家庭で専業主婦と言う性的分業社会では無くなっているのでは
　もちろん、長い間慣れ親しんできた日本的雇用関係を、今直ちに全面的な改革ができるというほど簡単な問題ではない事は言うまでもない。ただ、かつての高度成長時代に通用した「男性方働き社会」で、女性は結婚や出産後に専業主婦となり、子育てや両親の介護などをみてくるという仕組みは確実に崩れているだけに、どうしたら問題を解決できるのか、労使ともに根本的なところからの再検討が求められているのではないだろうか。この新聞記事を読む限り、今度の働き方改革はあまり大きな成果を得ることは難しそうだ。

　所得税の配偶者控除問題も、選挙を前に腰砕けになったようだ
　急速に進展する少子・高齢社会という日本社会の抱える問題は、雇用問題だけではない。今年の税制改革の大きな課題に浮上していた所得税の配偶者控除廃止問題も、どうやら先送りされそうである。現行の所得税の配偶者控除はパートタイマーで働いている専業主婦の方でも年間103万円までの収入であれば、本人の所得税は非課税だけでなく、配偶者の収入から38万円の所得控除ができる。それを超えると控除できなくなるため、この配偶者控除を受けるために103万円を超す直前で雇用ストップにする傾向が強く出ている。
労働力不足の時代、今こそ女性の労働参加を妨げている配偶者控除・3号被保険者問題の解決が必要な時はない
　ただてでさえ日本の労働力人口が減少し始め、投入労働時間数が減り始めている時、このような税制による働時間制限は大問題なのだ。それだけに、配偶者控除の廃止は時代の要請であることは間違いない。それとともに、前回問題提起してきた年金保険制度における３号被保険者に対して、ようやくパートの一部にも厚生年金の適用がなされ始めた。ところが、その対象となる年収は106万円以上になるため、今度は「106万円の壁」となって専業主婦層のパート労働者を、ますます短時間労働に追い込むことになる危険性が出ているのだ。「103万円の壁」と「106万円の壁」を無くして行くような改革なくして、日本の社会保障の安定はありえないだけに、ここはしっかりと政治家の決断を求めるべき時なのだ。解散・総選挙の風が吹き始め、少しでも税制改革によって損をする層が出ると見られるや、政治家はすっかり怖気がついてしまったようだ。まことに情けない限りである。
　ポピュリズム政治からの脱却が必要な時なのだが…
　かくして、日本の雇用だけでなく社会保障も、更にまた財政規律問題も、政治の世界においては解決ができない事態が進んでいる。無責任なポピュリズム政治の蔓延と言えよう。
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